
宮崎市アスベスト関連補助事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条　この要綱は、建築物に施工された吹付けアスベスト等の飛散による市民の健康被害を防

止し、その生命及び身体の保護を図るため、除去等を実施する民間建築物の所有者等に対する

補助金の交付に関し、宮崎市補助金等交付規則（昭和 50 年規則第 19 号）に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

（１）アスベスト　石綿障害予防規則（平成 17 年厚生労働省令第 21 号）第２条に規定する石

綿等をいう。 

（２）吹付けアスベスト等　吹付けアスベスト（石綿含有仕上塗材を除く。）及びアスベスト

含有吹付けロックウールをいう。 

（３）民間建築物　本市に存する国、都道府県、市町村等以外の者が所有する建築物をいう。 

（４）建築物石綿含有建材調査者等　建築物石綿含有建材調査者講習登録規程（平成 30年厚生

労働省、国土交通省、環境省告示第１号）第２条第２項に規定する一般建築物石綿含有建材

調査者、同条第３項に規定する特定建築物石綿含有建材調査者又は同条第４項に規定する一

戸建て等石綿含有建材調査者をいう。 

（５）所有者等　民間建築物の所有者及び民間建築物である区分所有建築物（２以上の区分所

有者（建物の区分所有等に関する法律（昭和 37 年法律第 69 号）第２条第２項に規定する区

分所有者をいう。以下同じ。）が存する建築物をいう。）の同法第 25 条第１項の規定により

選任された管理者若しくは同法の規定による集会の決議により指定された区分所有者又は同

法第 49 条第１項の規定により置かれた理事をいう。 

（６）分析調査　吹付けアスベスト等が施工されているおそれのある建築物に係るアスベスト

含有の有無について行う調査をいう。 

（７）除去等　建築物の吹付けアスベスト等について除去（耐火被覆材として施工された吹付

けアスベスト等を除去した結果、耐火性能を満たさなくなる露出した鉄骨等の部材について

は、建築基準法令の求める耐火性能を満たすために行う工事を含む。）、封じ込め若しくは

囲い込みの措置を行うことをいう。 

　　 

（補助対象事業） 

第３条　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次のとおりとす

る。 

（１）分析調査事業（建築物石綿含有建材調査者等が実施するものに限る。） 

（２）除去等事業（建築物石綿含有建材調査者等が事業の計画策定等を行い、当該計画に基づ

き実施するものに限る。） 

 

（補助対象建築物） 

第４条　補助金の交付の対象となる建築物（以下「補助対象建築物」という。）は、次の表のと

おりとする。 
 区分 補助対象建築物

 

分析調査事業

ア　民間建築物（昭和 31 年から平成元年までに施工されたものに限る。以下

この項において同じ。）のうち、延べ面積が 300 ㎡以上 500 ㎡未満のもの

で、次の①、②及び③に掲げる用途が含まれる建築物 

①　集会場その他の建築基準法別表第一（い）欄（一）項に掲げる用途 

②　ホテル及び旅館 

③　飲食店、物販店舗その他の建築基準法別表第一（い）欄（四）項に掲



 

（補助対象者） 

第５条　補助金の交付を受けることができる者は、次の表に掲げる要件を満たす者とする。 

 

（補助金の区分、補助対象経費等） 

第６条　補助金の区分、補助対象経費及び補助金の額は、次の表のとおりとする。この場合にお

いて、算出された補助金の額に千円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

 

（交付の申請） 

第７条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、補助金交付申請書（様

式第１号。以下「申請書」という。）により、市長に申請しなければならない。 
２　前項の規定による申請は、電子情報処理組織（市の機関等の使用に係る電子計算機（入出力

装置を含む。以下同じ。）とその手続等の相手方の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で

接続した電子情報処理組織をいう。以下同じ。）を使用して行うことができる。 
３　前２項の規定による申請をした者は、第９条第１項の規定による選定を受けたときは、速や

かに、次の表に掲げる書類を市長に提出しなければならない。 

 げる用途 

イ　民間建築物のうち、延べ面積が 500 ㎡以上 1,000 ㎡未満のもの（共同住

宅及び住宅を除く） 

ウ　民間建築物のうち、延べ面積が 1,000 ㎡以上のもの

 除去等事業 ア　吹付けアスベスト等が施工された民間建築物

 区分 要件

 

分析調査事業

（１）補助対象建築物の所有者等であること。 

（２）分析調査に関し、国、地方公共団体又はその他これらに準ずる団体か

ら補助金の交付を受けていないこと。 

（３）市税の滞納がないこと。 

（４）宮崎市暴力団排除条例（平成 23 年条例第 47 号）第２条第２号に規定

する暴力団員及び同条第３号に規定する暴力団関係者でないこと。

 

除去等事業

（１）補助対象建築物の所有者等であること。 

（２）除去等に関し、国、地方公共団体又はその他これらに準ずる団体から

補助金の交付を受けていないこと。 

（３）市税の滞納がないこと。 

（４）宮崎市暴力団排除条例（平成 23 年条例第 47 号）第２条第２号に規定

する暴力団員及び同条第３号に規定する暴力団関係者でないこと。

 区分 補助対象経費 補助金の額

 

分析調査事業

分析調査に要する費用

（消費税相当額を除い

た額）

補助対象経費の 10 分の 10 の額。ただし、１棟につき

25 万円を限度とする。

 

除去等事業

除去等に要する費用

（消費税相当額を除い

た額）

補助対象経費の３分の２の額。ただし、300 万円を限

度とする。

 区分 提出書類

 

分析調査事業

（１）申請書（電子情報処理組織による申請を行ったものに限る） 

（２）事業計画書 

（３）収支予算書 

（４）位置図 



 

４　前項の規定にかかわらず、前項の表の提出書類欄中第６号に掲げる書類については、公簿等

の確認により申請者が市税を滞納していないことが確認できた場合は、その提出を省略するこ

とができる。 

 

（補助金交付対象となる候補者の選定） 

第８条　市長は、前条第１項及び第２項の規定による申請の数が募集件数を超えたときは、抽選

により申請者の中から補助金交付対象となる候補者（以下「対象候補者」という。）を選定す

るものとする。 

２　市長は、前項の規定による抽選を行う場合、あわせて補欠者及びその順位を決定することが

できる。 

３　市長は、第１項の規定により対象候補者を選定したときは、その旨を対象候補者選定通知書

（様式第２号）により通知するものとする。 

４　前３項に定めるもののほか、選定の実施に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

（交付決定） 

第９条　市長は、対象候補者から提出された書類（第７条第３項に規定する提出 

書類を含む。）の内容を審査し、適当と認めるときは、補助金の交付を決定し、その旨を補助金

交付決定通知書（様式第３号）により通知するものとする。 

２　前項の規定による通知を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、当該通知を受けた後

に、補助事業に係る契約を締結し、当該事業に着手するものとする。 

 

（交付の条件） 

第 10 条　市長は、前条の規定により補助金の交付決定をするときは、次の条件を付することがで

きる。 

　（１）補助金の交付を受ける権利を第三者に譲渡し、又は担保にしてはならないこと。 

　（２）補助対象事業の遂行が困難又は 30 日以上遅滞した場合においては、速やかに事業遅滞等

報告書（様式第４号）を市長に提出し、指示を遂行すること。 

 （５）建築物の状況写真（外観及び吹付け材施工箇所） 

（６）申請者の滞納無証明書 

（７）建築物の所有者等が確認できる書類 

（８）建築物の建築時期及び用途が確認できる書類 

（９）事業を実施する建築物石綿含有建材調査者等の講習修了証明書の写し 

（10）分析調査に係る見積書（定性分析と合わせて定量分析を行う場合にお

いては、定性分析のみ行う場合の見積書も必要） 

（11）その他市長が必要と認める書類

 

除去等事業

（１）申請書（電子情報処理組織による申請を行ったものに限る） 

（２）事業計画書 

（３）収支予算書 

（４）位置図 

（５）建築物の状況写真（外観及び吹付け材施工箇所） 

（６）申請者の滞納無証明書 

（７）建築物の所有者等が確認できる書類 

（８）建築物の建築時期及び用途が確認できる書類 

（９）事業を実施する建築物石綿含有建材調査者等の講習修了証明書の写し 

（10）当該建築物の壁、天井等にアスベストが吹き付けられていることを証

する書類 

（11）吹付けアスベスト等の施工範囲が分かる書類 

（12）除去等に係る見積書（内訳書含む） 

（13）その他市長が必要と認める書類



　（３）分析調査事業の結果、アスベストが含有されていない場合は、定性分析に係る費用のみ

を補助金の対象とすること。 

  （４）除去等事業の交付を受けるものは、工事着手前に建築物石綿含有建材調査者等が作成し

た石綿障害予防規則第４条第１項に規定する作業計画書を提出すること。 

２　前項に掲げるもののほか、市長が必要と判断する場合は、追加で条件を付すことができる。 

 

 

（事業計画の変更） 

第 11 条　補助事業者は、補助対象事業の内容を変更しようとするときは、あらかじめ、補助金交

付変更承認申請書（様式第５号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２　市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めたときは補

助金交付変更承認通知書（様式第６号）により補助事業者に通知するものとする。 

３　分析調査事業の結果、アスベストが含有されておらず定量分析を行わない場合で、補助金交

付決定通知書に第９条第１項第３号に規定する条件が付されているときは、定性分析に係る費

用のみが補助金の対象として交付決定されたものとみなす。 

４　前項の場合において、補助事業者は、補助金交付変更承認申請を要しない。ただし、市長が

特に必要があると認めるときは、この限りでない。 

 

 

　（遅滞等報告の指示） 

第 12 条　市長は、第９条第２号の規定による報告を受理したときは、その内容を確認し、指示書

（様式第７号）により補助事業者に指示するものとする。 

 

（申請の取りやめ） 

第 13 条　補助事業者は、補助金の交付決定後に補助対象事業を取りやめようとするときは、速や

かに取りやめ等届（様式第８号）に補助金交付決定通知書を添えて市長に提出しなければなら

ない。 

２　前項の規定による届出があったときは、当該補助金の交付決定はなかったものとみなす。 

 

（実績報告） 

第 14 条　補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、その完了の日から 30 日を経過する日

又は交付決定のあった年度の 11 月末日のいずれか早い日までに、完了実績報告書（様式第９号）

に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 
 区分 提出書類

 

分析調査事業

（１）　事業実施報告書 

（２）　収支決算書 

（３）　分析機関が発行した分析調査結果報告書 

（４）　分析調査に要した費用の領収書の写し 

（５）　試料の採集状況が分かる写真 

（６）　試料の採集箇所が分かる書類 

（７）　分析調査事業に係る契約書の写し 

（８）　その他市長が必要と認める書類

 

除去等事業

（１）　事業実施報告書 

（２）　収支決算書 

（３）　施工者が発行した除去等の結果報告書 

（４）　除去等の施工状況写真及び完了写真 

（５）　除去等施工後のアスベスト粉じん濃度測定結果報告書 

（６）　除去等事業に係る契約書の写し 

（７）　除去等に要した費用の領収書の写し 



 

（補助金の額の確定等） 

第 15 条　市長は、前条の実績報告書の提出があったときは、その内容を審査及び必要に応じて現

地調査を行い、適当と認めたときは、補助金交付確定通知書（様式第 10号）により補助事業者に

通知するものとする。なお、補助金の交付請求があったときは、事業の終了後に確定した額を交

付するものとする。 

 

（代理受領） 

第 16 条　補助事業者は、補助金の交付の請求及び当該補助金の受領を、工事を行った者に委任す

る方法（以下「代理受領」という。）により行うことができる。ただし、補助事業者が、当該事

業区分に係る補助事業の総事業費のうち自己の負担に係る金額を超える額を、工事を行った者

に対して支払っている場合は、当該事業区分に係る補助金について代理受領できないものとす

る。 

２　代理受領により補助金の交付を受けようとする者は、請求及び受領に関する委任状を添えて

市長に補助金の交付を請求するものとする。 

３　市長は、前項の請求があったときは、速やかにその内容を審査し、適当と認めたときは、当

該請求を行った者に補助金を交付するものとする。 

４　前項の規定による交付があったときは、補助事業者に対し補助金の交付があったものとみな

す。 

 

（補助金交付決定の取り消し） 

第 17 条　市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当した場合には、補助金の交付決定を取

り消すものとする。 

　（１）虚偽その他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。 

　（２）補助金を他の用途に使用したとき。 

　（３）補助金交付の条件に違反したとき。 

（４）その他市長が不適当と認める事由が生じたとき。 

　 

（補助金の返還） 

第 18 条　市長は、補助金の交付決定を取り消した場合において、既に補助金が交付されていると

きは、補助金の返還を命ずることができる。 

 

（その他） 

第 19 条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

 

附　則 

　（施行期日） 

　この要綱は、平成 31年 4 月 1 日から施行する。 

 

附　則 

　（施行期日） 

１　この要綱は、令和3年10月18日から施行する。 

　（経過措置） 

２　この要綱の施行の際現にある既存の要綱による改正前の様式（以下｢旧様式｣という。）によ

り使用されている書類は、この要綱による改正後の様式によるものとみなす。 

３　この要綱の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使

用することができる。 

 （８）　その他市長が必要と認める書類



 

附　則 

　（施行期日） 

　この要綱は、令和 4 年 4月 1日から施行する。 

 

附　則 

　（施行期日） 

　この要綱は、令和5年4月1日から施行する。 

（経過措置） 

２　旧様式により使用されている書類は、この要綱による改正後の様式によるものとみなす。 

３　この要綱の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使

用することができる。 

 

附　則 

　（施行期日） 

　この要綱は、令和8年4月　日から施行する。 

 

別記 

様式第１号（第７条関係）　　補助金交付申請書 

様式第２号（第８条関係）　　対象候補者選定通知書 

様式第３号（第９条関係）　　補助金交付決定通知書 

様式第４号（第 10 条関係）　 事業遅滞等報告書 

様式第５号（第 11 条関係） 　補助金交付変更承認申請書 

様式第６号（第 11 条関係）　 補助金交付変更承認通知書 

様式第７号（第 12 条関係）　 指示書 

様式第８号（第 13 条関係）   取りやめ等届 

様式第９号（第 14 条関係）   完了実績報告書 

様式第 10 号（第 15 条関係）  補助金交付確定通知書 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第１号（第７条関係）

－ －

生年月日 年 月 日

　
　2. 市税の納付状況について、市職員が公簿等で確認することに同意しますか。

　　3. 建築物の所有者は申請者以外にいますか。

　4. □　既に補助事業に係る契約を締結し、又は着手していません。

　5. □　申請内容に虚偽がある場合、補助金を返還します。

宮崎市アスベスト関連補助事業

補助金交付申請書

　年　　月　　日

宮 崎 市 長 殿

申請者 住 所
(フリガナ)

氏 名

電 話

性 別

　宮崎市アスベスト関連補助事業補助金交付要綱(以下「要綱」という。)第７条の規定

により、関係書類を添えて申請します。

交 付 申 請 額 別紙事業計画書のとおり

建 築 物 の 所 在 地

確認事項（□にﾁｪｯｸを入れてください）

　私は、宮崎市アスベスト関連補助事業補助金の申請にあたり、下記事項について確認します。

　1. 暴力団排除に関する誓約及び同意

　　 □　同意します。　　□同意しません。（滞納無証明書を添付します。）

　 □　いいえ　　　　　□はい（所有者全員の同意書を添付します。）

　

　

上記内容に相違ないことを誓約します。 氏名（自署）：
※自署以外の場合は記名押印してください。

補 助 事 業 の 区 分

　 □　私は、宮崎市暴力団排除条例（平成23年条例第47号）第２条第３号に規定する
　　　暴力団関係者(暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者)に
　　　該当しません。
　　　 また、宮崎市暴力団排除条例に基づき、宮崎市が暴力団を利することのないこと
　　　を確認するため、本書に記載した私の個人情報を警察機関へ提供されることに
　　　同意します。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第２号（第８条関係）

抽選結果

宮崎市アスベスト関連補助事業

対象候補者選定通知書

宮 建 第 号

令 和 年 月 日

様

                 宮崎市長

　　年　　月　　日付けで申請のあった宮崎市アスベスト関連補助事業について、宮崎市
アスベスト関連補助事業補助金交付要綱第８条第１項の規定に基づき抽選をおこなった　
結果、以下のとおりとなりましたので通知します。

受 付 番 号

建 築 物 の 所 在 地

注意事項

（１）本通知書は、抽選結果についての通知であり、補助金交付決定通知書とは異なります。

（２）当選者は、本事業の「対象候補者」となります。今後、本申請書類の審査を経て適当と認められた場合に、

　　　正式に「補助事業者（補助金交付決定）」となります。

（３）本事業の契約及び着手は、補助金交付決定後に行ってください。

　　　事前に契約、着手した場合には補助金の交付はできません。

（４）裏面の記載事項をよくご確認ください。

補 助 事 業 の 区 分

選 定 結 果

備 考



様式第３号（第９条関係） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　号 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日 

 

宮崎市アスベスト関連補助事業 

補助金交付決定通知書 

 

　　　　　　　　　　　　様 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎市長　　 

 

　　　　　年　　月　　日付けで交付申請のあった当該事業について、次のとおり決定したので

宮崎市アスベスト関連補助事業補助金交付要綱第９条の規定により通知します。 

 

 

 

 

　備考 

　（１）宮崎市アスベスト関連補助事業補助金交付要綱（以下、要綱という。）を遵守すること。 

　（２）要綱の規定に違反した場合、また補助金の使途が適正でない場合は、この決定が取消しになる場合が 

　　　　ある。その際は市長の求めに応じ、交付した補助金の全部又は一部を返還すること。 

　（３）この事業について、市長が必要な調査を行うときは、調査に協力すること。 

 

　　　 

 
交 付 決 定 額 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

 
補 助 事 業 の 区 分 　

 
補助対象建築物の所在地

 

交 付 の 条 件



様式第４号（第 10 条関係） 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日 

 

宮崎市アスベスト関連補助事業 

事業遅滞等報告書 

 

宮崎市長　殿 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所 

氏名　　　　　　　　　　　　　　　 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（団体の場合は、団体名及び代表者名） 

 

　　　　　年　　月　　日付け宮建第　　　号　　で交付決定（変更承認）のあった当該事業に

ついて遅滞等が生じたので、宮崎市アスベスト関連補助事業補助金交付要綱第 10 条第１項第２号

の規定により報告します。 

 
 補 助 金 交 付 決 定 額 

又 は 変 更 承 認 額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

 
補 助 事 業 の 区 分 　

 
補助対象建築物の所在地

 

遅 滞 等 の 内 容

 

遅 滞 等 の 理 由



様式第５号（第 11 条関係） 

　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日 

 

宮崎市アスベスト関連補助事業 

補助金交付変更承認申請書 

 

　宮崎市長　殿 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所 

氏名　　　　　　　　　　　　　　　 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（団体の場合は、団体名及び代表者名） 

 

　宮崎市アスベスト関連補助事業補助金交付要綱第 11 条第１項の規定により、次のとおり申請し

ます。 

 
 

補 助 金 変 更 

承 認 申 請 額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　（変更後） 

　　　　（　増減額　　　　　　　　　　円 ）

 
補助金交付決定額 

又は変更承認額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　（変更前）

 
交付決定年月日 　　年　　月　　日 交 付 決 定 番 号 宮建第　　　号　　

 

補助事業の区分 　

 
補助対象建築物 

の 所 在 地

 
変 更 の 理 由

 
変 更 の 内 容

 

提 出 書 類 　別紙のとおり



様式第６号（第 11 条関係） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　号 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日 

宮崎市アスベスト関連補助事業 

補助金交付変更承認通知書 

 

　　　　　　　　　　　　様 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎市長　　　 

 

 

　　　　　年　　月　　日付けで変更申請のあった当該事業については、宮崎市アスベスト関連

補助事業補助金交付要綱第 11 条第２項の規定により申請のとおり承認し、決定したので通知しま

す。 

 

　備考 

　（１）宮崎市アスベスト関連補助事業補助金交付要綱（以下、要綱という。）を遵守すること。 

　（２）要綱の規定に違反した場合、また補助金の使途が適正でない場合は、この決定が取消しになる場合が 

　　　　ある。その際は市長の求めに応じ、交付した補助金の全部又は一部を返還すること。 

　（３）この事業について、市長が必要な調査を行うときは、調査に協力すること。 

 

 

 

補助金変更承認額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　（変更後） 

　　　　（　増減額　　　　　　　　　　円 ）

 
補助金交付決定額 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　（変更前）

 
交付決定年月日 　　年　　月　　日 交 付 決 定 番 号 宮建第　　　号　　

 

補助事業の区分 　

 
補助対象建築物 

の 所 在 地

 
変 更 の 内 容

 

交 付 の 条 件



様式第７号（第 12 条関係） 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日 

 

宮崎市アスベスト関連補助事業 

指　示　書 

 

　　　　　　　　　　　　様 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎市長　　　 

 

 

　　　　　年　　月　　日付けで報告のあった宮崎市アスベスト関連補助事業の遅滞等につい

て、宮崎市アスベスト関連補助事業補助金交付要綱第 12 条の規定により次のとおり指示します。 

 

備考 

　（１）宮崎市アスベスト関連補助事業補助金交付要綱（以下、要綱という。）を遵守すること。 

　（２）要綱の規定に違反した場合、また補助金の使途が適正でない場合は、この決定が取消しになる場合が 

　　　　ある。その際は市長の求めに応じ、交付した補助金の全部又は一部を返還すること。 

　（３）この事業について、市長が必要な調査を行うときは、調査に協力すること。 

 

 

 

 

 
補助金交付決定年月日 

又は変更承認日
　　年　　月　　日 交 付 決 定 番 号 宮建第　　　号　　

 
補助事業の区分 　□ 分析調査　　　□ 除去等

 
補助対象建築物 

の 所 在 地

 

指 示 の 内 容

 

そ の 他



様式第８号（第 13 条関係） 

　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日 

 

宮崎市アスベスト関連補助事業 

取りやめ等届 

 

　宮崎市長　殿 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者　住所 

氏名　　　　　　　　　　　　　　　 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（団体の場合は、団体名及び代表者名） 

 

 

　　　　　　年　　月　　日付け宮建第　　　号　　で交付決定（変更承認）のあった当該事業

について、宮崎市アスベスト関連補助事業補助金交付要綱第 13 条第１項の規定により、次のとお

り｛取りやめます。・辞退します｝ 

 

 

 補助金交付決定額 

又は変更承認額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

 
補助事業の区分 　

 補助対象建築物の 

 所 在 地

 

  取りやめ・辞退の理由

 
提 出 書 類 　補助金交付決定（変更承認）通知書（原本）



様式第９号（第 14 条関係） 

　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日 

 

宮崎市アスベスト関連補助事業 

完了実績報告書 

 

　宮崎市長　殿 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所 

氏名　　　　　　　　　　　　　　　 

 

 

　宮崎市アスベスト関連補助事業補助金交付要綱第 14 条の規定により、次のとおり報告します。 

 

 
補 助 金 交 付 決 定 額 

又 は 変 更 承 認 額
　　　　　　　　　　　　　　　　　円

 
補助金交付決定年月日 

又 は 変 更 承 認 日
　　年　　月　　日 交付決定番号 宮建第　　　号　　

 
補 助 事 業 の 区 分 　□ 分析調査　　　□ 除去等

 
補助対象建築物の所在地

 
事業実施報告・収支決算 　別紙のとおり

 

提 出 書 類

□ 分 析 

調 査 事 業

□　事業実施報告・収支決算書 

□　分析機関が発行した分析調査結果報告書 

□　分析調査に要した費用の領収書の写し 

□　試料の採集状況が分かる写真 

□　試料の採集箇所が分かる書類 

□　分析調査事業に係る契約書の写し 

□　その他市長が必要と認める書類

 

□ 除 去 

等 事 業

□　事業実施報告・収支決算書 

□　施工者が発行した除去等の結果報告書 

□　除去等の施工状況写真及び完了写真 

 

□　除去等施工後のアスベスト粉じん濃度測定結果報告書 

□　除去等事業に係る契約書の写し 

□　除去等に要した費用の領収書の写し 

□　その他市長が必要と認める書類



様式第 10 号（第 15 条関係） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　号 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日 

 

宮崎市アスベスト関連補助事業 

補助金交付確定通知書 

 

　　　　　　　　　　　　様 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎市長　　　 

 

 

　　　　　年　　月　　日付けで報告のあった当該事業について、宮崎市アスベスト関連補助事

業補助金交付要綱第 15条の規定により、次のとおり確定したので通知します。 

 

 
補 助 金 交 付 決 定 額 

又 は 変 更 承 認 額
　　　　　　　　　　　　　　　　　円

 
補 助 金 交 付 確 定 額 　　　　　　　　　　　　　　　　　円

 
補助金交付決定年月日 

又 は 変 更 承 認 日
　　年　　月　　日 交付決定番号 宮建第　　　号　　

 
補 助 事 業 の 区 分 　

 
補助対象建築物の所在地



以下、参考様式とする。



参考様式（分析調査事業用） 

宮崎市アスベスト関連補助事業 

事業計画・収支予算書 / 事業実施報告・収支決算書 

 

１　補助対象建築物の概要 

 

２　【分析調査】交付（変更承認）申請額の算出根拠　　　交付申請額：　　　　　　　　 

　　※対象経費の額は、事業に要する費用で消費税相当額を除く金額で千円未満を切り捨てて記

入してください。 

 

３　補助事業の概要 

 
建物名称

 
用途

 
構造・規模 　　　　造　　　地上　　階　地下　　階 

延床面積　　　　　　　　　㎡

 
建築年月日

 

吹付けア

スベスト

施工箇所

室名

 
部位 □柱　□梁　□壁　□天井　□その他（　　　　　　　）

 
吹付材の施工面積 概ね　　　　　　　　　㎡

 
吹付材の状況

 収 支 予 算

 【 分析調査 】収入の部 【 分析調査 】支出の部
 自己資金 

（消費税は除く）
　　　　　　　　　円

調査費 

（消費税は除く）
 ①  　　　　　　　円

 
市補助金 ③　　　　　　　　円

計 

（消費税は除く）
　　　　　　　　　円

 
計 　　　　　　　　　円 総事業費（税込） 　　　　　　　　　円

 市補助金の計算 

①×１０／１０（千円未満切捨）　 　＝ ②　　　　　　　円 

②と２５万円のいずれか小さい額 　　＝ ③　　　　　　　円（交付(変更承認)申請額）

 

事業実施

機 関

名 称

 
所 在 地

 
電 話

 
実 施 予 定 期 間

 
石綿含有建材調査者等 修了証明書番号 第　　　　　　　号



参考様式（除去等事業用） 

宮崎市アスベスト関連補助事業 

事業計画・収支予算書 / 事業実施報告・収支決算書 

 

１　補助対象建築物の概要 

 

２　【除去】交付（変更承認）申請額の算出根拠　　　交付申請額：　　　　　　　　 

　　※対象経費の額は、事業に要する費用で消費税相当額を除く金額で千円未満を切り捨てて記

入してください。 

 

３　補助事業の概要 

 
建物名称

 
用途

 
構造・規模 　　　　造　　　地上　　階　地下　　階 

延床面積　　　　　　　　　㎡

 
建築年月日

 

吹付けア

スベスト

施工箇所

室名

 
部位 □柱　□梁　□壁　□天井　□その他（　　　　　　　）

 
吹付材の施工面積 概ね　　　　　　　　　㎡

 
吹付材の状況

 収 支 予 算

 【 除 去 】収入の部 【 除 去 】支出の部
 自己資金 

（消費税は除く）
　　　　　　　　　円

工事費 

（消費税は除く）
 ①  　　　　　　　円

 
市補助金 ③　　　　　　　　円

計 

（消費税は除く）
　　　　　　　　　円

 
計 　　　　　　　　　円 総事業費（税込） 　　　　　　　　　円

 市補助金の計算 

①×２／３（千円未満切捨）　　　　 ＝ ②　　　　　　　円 

②と３００万円のいずれか小さい額 　＝ ③　　　　　　　円（交付(変更承認)申請額）

 

事業実施

機 関

名 称

 
所 在 地

 
電 話

 
実 施 予 定 期 間

 
石綿含有建材調査者等 修了証明書番号 第　　　　　　　号



参考様式 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日 

 

宮崎市アスベスト関連補助事業 

委任状 

 

宮崎市長　殿 

 

　　　　　　　　委任者：住所又は主たる 

　　　　　　　（申請者）事務所の所在地 

                        氏名又は名称 

代表者の氏名　　　　　　　　　　印 

 

 

 

私は次の者を代理人と定め、下記に関する一切の権限を委任します。 

 

 

記 

 

 

１  受任者  　　　　所在地 

　　　　　　　　　　　　　　会社名 

　　　　　　　　　　　　　　代表者 

連絡先 

 

　　　　２　宮崎市アスベスト関連補助事業に関する業務 

 

　３　補助対象建築物の所在地  　宮崎市                              

 

 



参考様式 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日 

 

宮崎市アスベスト関連補助事業 

請求及び受領に関する委任状 

 

宮崎市長　殿 

 

　　　　　　　　委任者：住所又は主たる 

　　　　　　　（申請者）事務所の所在地 

                    　　氏名又は名称 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　　　　　　印 

 

 

 

　　宮崎市アスベスト関連補助事業補助金の交付の請求及び受領について、宮崎市アスベスト関

連補助事業補助金交付要綱第 16 条第２項の規定により、下記のとおり委任します。 

 

 

記 

 

 

１ 受任者（工事を行った者） 

　　　　　　　　　　　　　　所在地　 

　　　　　　　　　　　　　　会社名 

　　　　　　　　　　　　　　代表者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　（提出書類） 

　　□ 相手方登録申出書（工事を行った者） 

 

 

 

 

※市記入欄　 

 

 

 

 

 

 

 交付確定通知

 日付 　　　年　　月　　日

 番号 　宮建第　　　　号　　



参考様式

事業区分 □ 分析調査 □ 除去等

- -

事業計画・収支予算書 事業概要、収支予算、市補助金の計算

位置図

申請書提出３ヶ月以内のもの(同意しない場合)

分析調査

分析調査に係る見積書

除去等

宮崎市アスベスト関連補助事業

【交付申請　チェックリスト】

申請者（代理者）記入欄

申 請 者 名 ＴＥＬ

必要書類一覧【共通】 備 考

□ 交付申請書（様式第1号） 宮崎市スマート申請した場合のみ提出

□

□

□ 建築物の状況写真

□ 宮崎市税の滞納無証明書

□ 建築物の所有者等が確認できる書類 固定資産税納税通知書等

□
建築物の建築時期及び用途が確認できる書
類

固定資産税納税通知書等

□
事業を実施する建築物石綿含有建材調査者
等の講習修了証明書の写し

□ 委任状 代理者に委任する場合

□

□
定性分析と合わせて定量分析を行う場合に
おいては、定性分析のみ行う場合の見積書
も必要

□
当該建築物の壁、天井等にアスベストが吹
き付けられていることを証する書類

□ 吹付けアスベスト等の施工範囲が分かる書類

□ 除去等に係る見積書

その他確認事項 ※選択肢が右の場合、別途書類が必要

　建築基準関係規定の違反はありますか。 ない ある 「違反是正」誓約書の提出

　建物の所有者ですか。 はい いいえ 「所有者」の同意書の提出

　建物の所有者が複数名いますか。 いない いる 「共有者」の同意書の提出

■宮崎市職員審査欄　※申請者は記入不要

一次審査　審査日　　／　　　担当＿＿＿＿ 二次審査　審査日　　／　　　担当＿＿＿＿

申請者要件　　　　          □適　 □不適

市補助金の計算　　　        □適　 □不適

□用途地域（　　　　　　　）□調整区域

□都市計画図添付　　　          □概要書添付　

暴力団照会　 □予定　□ 済（□適　□結果添付）

代 理 者 ＴＥＬ - -

ＦＡＸ - -
会 社 名 ＭＡＩＬ


